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Ⅵ、株式組合制企業
1．株式組合制企業の普及
（１）株式組合制企業の概要
市場経済の領域が拡大し，ビジネスチャンスが増加し，また農民の貯蓄
が増大するものの，未だ金融機関からの融資が制度として確立していない
状況のもとで，まとまった額の資本を単独では用意できない，農民や企業
が資金を提供し合い，互いに経営に携わるという株式組合制企業（｢股扮
合作制企業｣）が，1970年代末から出現した。こうした現象は，「資金を携
えて工場入りする」（｢帯資入廠｣）などと表現されていた。1979年にはこ
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のタイプの企業の先駆として知られる「李家車メリヤスエ場」が株主40人
でスタートした。８５年にはその典型的企業と言われる「蒼南橋域ビール工
場｣，及び「鴎海県登山靴工場」が操業を開始するなど，８０年代後半以降，
温州農村地域において株式組合制企業が広範囲に普及した。８６年には，
温州市全体で株式組合制企業は３万5,100社に達し，郷鎮企業総数の46.7
％にのぼった（中共温州市委政策研究室1987,69頁)。特に蒼南県では８７
年において製造業の株式組合制企業600社による生産額は，全県の工業生
産額の約半分の３億元に達した（黄正瑞2000,57頁)。
温州市では当時このような企業群の呼称として中国独特の伝統的な企業
組織であった「合股」を用いていた。中央の公式文書においても85年の中
央１号文件が初めてこうした企業群に言及し，「幾つかの合作経済では合
股経営，株に応じて配当を分ける（｢股金分紅｣）の方法を用い｣，「温州で
は私営企業が制度的に不安があるためこの方法が採用されており，全員が
株主として企業経営に参加する（｢入股｣）する形態と1人か少数の株主が
経営に携わる形態とがある」と述べている（92年中国農村経済発展年度報
告和93年発展趨勢，９８頁)。「合股」という用語からして，地元，中央を問
わず，関係者の間では，社会主義の集権体制のもとでその活動が禁止され
てきた，伝統的な企業組織が復活した，という認識があったとみられ
る(1)。
「股价合作制」とは，生産要素の供給面で資金の株式制（｢股扮制｣）と
労働の組合制（｢合作制｣）とが結合し，分配面では提供した株数と労働を
基準とする，中国独特の企業組織である(2)，とみなされている。この用語
が初めて公的に用いられたのは，８７年７月，蒼南県の共産党書記，周方権
が地元の農村経済調査を基礎として認めた報告書においてである，とい
う。次いで同年８月には，温州市当局主催の農村経済体制改革に関する会
議の席上，市の共産党副書記，高忠勤が改革の重要な成果として「多様な
経済形態が発展し，株式組合型経済が大量に出現している」と発言，その
記事が同月25日付けの『温州日報』に掲載されたことにより，全国規模で
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類似の動向，企業形態のそれぞれの呼称として「股扮合作経済｣，「股价合
作企業」が定着するようになった，と言われる（陳徳文，肖力文2000,98
頁)。
その後，次第に中国各地で株式組合制企業が発展するが，その現れよう
は一様ではない。大別すると，温州をはじめとする断江省や山東省のよう
に個人経営を中心とする，株式組合制の企業が発展している地域と広東省
深川，天河地方にみられるように町などの行政区域を単位とする地域
(｢社区｣）住民と集団が，土地を除く地域の資産を株とし，これを所有し，
地域の経済状況に応じて配当を受ける地域株式組合制（｢社区型股扮合作
制｣）が発展している地域とがある。さらに両者ぞれぞれに異なったタイ
プが存在するが，本稿では前者のタイプのうち，温州地域に広く展開した
型に限定して検討する(3)。
株式組合制企業の発展のプロセスは，一般的には次のように理解されて
いる…………
①企業の形成は自然発生的であり，資金と労働力とを紐帯とし，共同経
営，負債の共同負担を合意したうえで企業組織として設立する。②大部分
は親戚，友達により構成され，書面による正式な契約を交わさない。③利
益の分配は口頭により，株の持ち分に応じて分かち合う。④再投資にあた
っては株の持ち分に応じて資金を割り当てる。⑤設立当初は関係者全員が
株主として経営に参加するが，企業が成長するにつれて，次第に大きな
株，小さな株に分かれ，少数の株主が大株を持ち，多数の小株主が小株を
持ったり，株を持たない労働者も雇われるなどの様々に異なったケースが
出現するようになる（『温州市志』，１９９８「中｣，1110頁)。
株式組合制企業が普及した背景としては，経営面では資金を相互に提供
し合う，資本形成機能に加え，市場規模の拡大に対応して増大する取り引
きコストの縮減効果を指摘する向きが多い。それに市場経済体制への移行
期におけるイデオロギー上の問題として，桂戸経営の場合と同様，実質上
の民間企業に対する制約が強い状況のもとで，集団制企業と認定されるこ
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とで企業の経営が合法化される，いわば「赤い帽子」の持つ，隠れ蓑とし
ての役割が大きいことも広く了解されている。複数の者が経営に参加する
こと自体，集団的性格を有するという解釈が可能であるうえに，株主であ
っても経営に参加し，賃金の分配にあたり労働に対する報酬をも得ること
で不労所得者という非難をかわすこともできる。他方，「多労多得」の原
則に従い，働きに応じて所得を分配することで，国有（国営）企業，集団
制企業の経営上の致命的な欠陥である，平均主義的な所得配分＝(｢大鍋
飯｣）の弊害を克服することも積極的に評価される一因となっている。そ
の反面，所有権と経営権とが分離せず，株主各自が企業の所有者としての
権利を主張するために意思決定が円滑に行われず，企業の長期的な戦略を
組み立てることもできないなど，市場メカニズムに不適合な経営体質を持
つこともよく知られている。
（２）株式組合制企業に関する暫定規定
株式組合制企業が80年代中葉から普及するなかで，温州市当局は一連の
実態調査，会議を経て，中央政府の政策と歩調を合わせながら，地域レヴ
ェルで合法的な経済組織として公認するため，全国最初の規定，『農村の
株式組合制企業の若干の問題に関する暫定規定』を87年11月７日付けで公
布し（温州市体制改革委員会・温州試験区弁公室1990,17～21頁。以下，
『温州暫定規定』と略称)，株式組合制企業の規範化を推進する。この『温
州暫定規定」を通じて，株式組合制企業の特質，並びに温州市の地方政府
が地元の企業をどのような組織として規範化しようとしたのかを検討す
る。
「温州暫定規定』の前文において市当局は，まず本規定を策定した狙い
は，様々な新しいタイプの「合股」経営企業が生成して，生産の発展，就
業の拡大，競争能力の向上，農村経済の繁栄に貢献している現状を評価し
たうえで，現行の政策と関連法規に従って，積極的な指導，管理強化，合
法的な権益の擁護を図ることにある，と述べている。
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まず，株式組合制企業の略称，「合股企業」をなおも使用すると断った
うえで，その定義を「２人以上の労働者が，協議に基づき，各自が資金，
実物，技術等を以って，自発的に組織を形成し，共同で企業を経営に携わ
るところの，固定資産，経営を行う場所と設備を有し，独立に民事責任を
担い，法律に基づいて成立した経済組織である」（第１条）と下す。この
定義はほぼそのまま，その後の，温州市のみならず，全国レヴェルの株式
組合制に関わる法令類で一様に使用されることになる。企業の主体は「労
働者」としたうえで，「投下した資金，実物，技術等を現金に換算して株
主となり，株数に比例して利益を享受し，危険を分担する。企業の資産は
新たに増加した分を含め，株主が株数に応じて共有し，企業が統一して
経営を行い，使用して管理をする」こととし，「合股企業は有限責任企業
である」（第４条）ことを明記している。企業組織の規範化を進めるにあ
たり，有限責任を持つ，法人組織であることを地方レヴェルとはいえ初め
て公認し，後の，株式組合制企業の国家レヴェルでの法制化のみならず，
株式会社，有限会社など市場メカニズムに即した企業組織の制度化にあた
っての先駆けとなった。なお，実物，技術を株に換算するという点は，伝
統的な合股の性格を継承しているところにユニークな特質と言えるが，後
述のとおり現実には必ずしも換算は行われなかったようである。
株式組合制の企業として設立が可能である業種は，「工業，手工業，交
通運輸業，建築業，商業，飲食業，サーヴィス業，耕作，養殖，その他の
業種」（第２条）とあらゆる分野に及び，営業許可にあたっては，所定の
書類を用意し，「企業所在地の工商行政管理機構へ申請登記し，県，市，
区の工商行政管理局による批准」（第３条）を要する。なお，「町村が土
地を提供した場合に双方の協議で，株主となることができる」（第５条）
とし，町，村の当局との共同出資のケースも認めている。
企業経営にあたっては，経営管理，原材料と資金の保有，原材料や国家
統一価格以外の製品の購入，従業員の採用，賞罰と解雇などは自主的に行
うことができるが（第６条)，利益の分配にあたっては労働を主，株数を
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従とすることとし，賃金支給は多く働けば多くを得るという原則に従い，
本給，ボーナス，補助などの割り振りは企業の経営状況に従い，自ら確定
する。経営者の賃金収入は，労働者の平均賃金の３倍から８倍以内の水準
とする（第７条)。また，税引き後利潤の50％以上を拡大再投資に用い，
株の配当金は25％を超えてはならない。その他は，公共用の積み立て，集
団の福祉基金，及び労働者のボーナス基金に回してよく，その比率は企業
が自ら決める。税引き後利潤の25％の配当部分は，毎年少しずつ株の償還
にまわしていいが，償還し終わった株主は利息を受けとってはならない
(第11条)。これらの条項は，企業の経営自主権を可能な限り容認するもの
の，資本金の出資比率に応じた分配より，労働による分配を優先させ，所
得格差を一定の幅に抑えることなど，少なくとも建て前上は社会主義色を
樛ませて批判をかわす狙いがあったと見られる。利潤の50％以上を再投資
に充てる規制については，その後国家レヴェルでの規定にも引き継がれる
ことになるが，これは利潤が増大すれば過剰なまでに消費に充てて蕩尽し
ていしまうという傾向に歯止めをかけ，企業の成長を通じた地域経済の活
性化を図る地方政府の姿勢が表われである。地元では家庭を単位とする民
間企業が急速に発展するに対応して，過剰な消費傾向が現われ，いわば社
会問題となり，『温州日報』でも80年代に後半に盛んに消費の異常な過熱
状況を批判するキャンペーンが展開されていた。但し，過剰と批判される
消費者側からは，投資をしても資本家として没収されることを警戒して止
む得ず消費に回すのだ，と反論があった。
なお，利潤の配分を然るべき機関が監査するわけではなく，筆者の現地
でのヒアリングでもそうした監査を実行したという話を聞くことはなかっ
た。あくまでも努力目標ということであり，従って現実には経営面におい
て，各企業に裁量権が十分にあったとみるべきであろう。
企業の成長に対しては，「条件のある企業では，県（日本の郡に相当）
以上の人民銀行の批准を得て，株券を発行することができる。株券の持ち
主は年末の配当，利息を受け取ることに参加することができる。一定比率
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で支払う利息は，出資者も含めて，現地の信用社の自由利率より高くとも
いい」（第12条）として，増資に際しては，銀行を通じた株券の発行をも
可能であるとし，また金融機関の利率より高めにすることで，資金吸収を
積極的に誘導するところに地元政府の株式組合制企業に対する支援の姿勢
が現れている。
その反面，利害関係の対立から株主が投資を引き揚げて撤退することで
企業経営が行き詰まったり，企業そのものが消滅するという危機に対処す
るために，第13条で次のように定めた。つまり，株主であることをやめる
には，１ヶ月前に他の株主に通知し，同意を得ること，相手方が引き上げ
ようとする株を優先的に買う権利があること，撤退しようとする株主は固
定資産を持ち去ってはならず，資産に基づいて清算し，勘定をすますこと
ができる。また，企業を廃業する場合には，納税，銀行への返済，賃金の
支払いなどすませて後，清算後の資産は政府のものとすることも定めてい
る（第15条)。
このような株式組合制企業をより市場メカニズムに適合的な組織として
擁護し，規範化しようとする温州市政府の基本姿勢は，次の条項に端的に
示されている。
「合股企業の合法的な権益は，国家による法律の保護を受け，如何なる
部門，単位も企業の資金，設備，製品，及び労働力に対して如何なる方
式，或いは口実を以って，無償の動員，侵害，無償使用を行なってはなら
ない」（第16条）
要するに，市場経済体制への移行期において，地方政府が株式組合制の
普及により，個人，民間企業では克服できない，所有制，及び分配に関わ
るイデオロギー上の問題を解決する一方，企業組織の脆弱さ，経営上の未
熟さを改善させようとする意図を窺うことができる。
なお，今日拡大しつつある株式制との最大の違いは，理念上，不労所得
が生じないように，株の持ち主が労働，経営に参加することにある。その
ことによりまた，集団的な性格を有する企業組織であることを強調し，社
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表１株式組合制と株式制，組合制との差異
連FIqケト曲
割り、'g7iや匹 の嗜司間
出典，曹広明主編1998,43頁。
会主義政権下において合法的な存在であることをアシビールするねらいが
あった，と言えよう。一般論としては，株式組合制と株式制，組合制の違
いはおよそ以下のようである（表１）。
『温州暫定規定』に盛り込まれた株式組合制企業のあるべき組織は以上
のようであるが，現実の株式組合制企業の組織，経営上の問題点を，具体
的な企業を事例として取り上げることにする。
2．株式組合制企業の諸形態
温州農村の株式組合制企業は一般に，独立経営型と総本社一家庭企業，
二重経営型（以下，二重経営型と略称）とに大別される。前者は個々の株
主が企業の設立に参加するタイプであり，複数の株主が同額の資本金を持
ち寄って参加する対等型の企業もあれば，株主１人がオーナーとして実質
的に企業を支配する企業もある。また，集団制企業を１人，若しくは複数
の農民が払い下げをうけて株式組合制企業へ転化するケースや，個人と集
団が株主となる混合タイプの企業も存在した。後者は家庭単位の企業や集
団制企業が各々財産権を有し，独立採算により自己の経営を維持したま
株式組合制 株式制 組合制
組織としての目標 営利と合理的分配 営利 互助，生活改善
メンバー資格 一定の制限，半開
放
完全開放 自由意志
財産権 権限に基づく共同
占有
株数に応じた占有 個人占有
経営権 １人， 
株ｌ票
あるいは’ l株ｌ票 1人１票
利潤の分配 労働を主，株を従 株 メンバー 貢献度
結合方式 資本と労働 資本 労働
所有者，経営者，
労働者の関係
不完全な統一 完全分離 基本的に統一
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ま，総本社のもとに企業連合を構成し，その株主として参加するタイプで
あり，多くの場合佳戸経営がより発展した形態である。総本社の収入は持
株数に応じた配当と傘下企業に対する業務サーヴィス料からなる。
いずれのタイプも，成長のプロセスにおいて重要なポイントは，いかに
して資本を調達するか，どのような経営システム，特に株主間の利潤配
分，及び従業員，臨時工への労働に対するインセンテイヴを与えるための
報酬制度を構築するかγ短期のみならず，中長期の経営戦略をどのように
組み立て，強い競争圧力のもと品質管理と販売網の拡充につとめ，また増
資を行うか，地方政府がいかなる役割を果たしたか，という点である。こ
れらの点に留意しながら，以下においては具体的な株式組合制企業をとり
あげることとする。
（１）独立経営型企業
事例１－蒼南毛紡織工場
株式組合制企業のうち，比較的規模の大きな企業のなかで最初のモデル
とされるのが，この企業であり，中心人物は蒼南県銭庫区李家車村の行商
人，李道暢であった。李道暢は79年春，江蘇省南通県で新式の，「横機」
と呼ばれる毛糸編み機を見て，地元の旧式の毛糸編み機に比べて，,性能の
良さに感心し，帰郷後，村の人達にもそのすばらしさを語った。村人も関
心を示したが，なにせ１台が1040元で，１日の労働が僅か１元前後の農民
にとってはたいへんな額であった。地元の村に資金はないし，唯一の金融
機関である農村信用社も融資はしないとあって，李道暢は村の党支部と相
談して，自ら資金を集めて，出資者間で共同で企業経営を行う（｢集資合
股｣）ことで同意を取り付けた。そこで彼は40名の出資に応ずる人達と連
絡をとり，１株150元，合計で6000元を集め，江蘇省で４台の「横機」を
買い，「李家車メリヤスエ場」を創立した。
経営開始間もなく，８１年に原料である毛糸不足に直面したことから，翌
82年には毛糸の生産を始めることを決定した。株主から撤退する者もいた
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が，１株600元で119株，合計71,400元の資金を集め，ポリ塩化ビニール製
の毛糸の紡織機を購入し，工場名を「蒼南毛紡織工場」と改名した。経営
は順調で1984年には生産額105万元，利潤は３万元に達した。
８４年下半期には９万元を投資して，精紡機を２台，柿綿機を３台購入
し，敷地を拡大して生産能力を高めた。その結果，流動資金が大幅に必要
となり，数10万元も不足するようになったが，大多数の株主は増資には応
ぜず，新たな株の発行も出来なかった。そこで社内で，李道暢を責任者と
し，１株1,000元を出資する33人の株主からなる，集団メンバーに抵当金
付き請け負い契約を結び，経営を委託する方式を採用した。李道暢は消費
動向を的確に把握し，技術改良に努め，８７年には生産額325万元，１５万
6,000元の利潤を実現した。翌年の請け負い契約の更新にあたっては，持
株従業員が増加し，全体の90％にあたる160人に達した。この10年間，固
定資産は6,000元（79年）から145万元（88年)，生産額は48万元（83年）
から325万元（87年)，利潤は１万5,000元（83年）から15万6,000元（８７
年）へとそれぞれ増加した。
しかし，所有権と経営権とが分離していないために，経営責任者である
工場長に人事権が委譲されず，株主が関係者の縁故採用を続け，適切な人
員確保ができなかった。また，所有権が暖昧であるため，新規の増加した
資産の帰属を決められず，経営が杜撰になるなどの弊害も出てきた（温州
市委政策研究室編1989,129～133頁。宋文光1997）
事例２－炎亭水産物冷凍加工工場
水産物の消費需要が高まり，水産資源をめぐる市場競争が激烈になるな
かで，1984年７月，蒼南県の徐定松が中心となって水産品の冷凍加工工場
の創設を決めた。１株5,500元で，２１人が株主として参加，１１万5,500元の
資金を集め，資金の不足分は外部から借り入れ，投資総額は34万5,000元
に達した。僅か４ヶ月間に容量５０トンの冷蔵庫と７トンの冷凍庫を設置
し，１２月には水産物を買い入れて操業を開始した。前年の83年には，地
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元では国営の冷凍工場の建設が始まり，徐等の計画に対しては「私的個人
の国家に対す宣戦」との批判をうけたが，国営の方は，２年４ヶ月後の８５
年12月に漸く工場が完成した有り様であった。
水産資源をめぐる競争が激化するなか，漁民に前渡し金で直接買い付け
契約を結ぶ一方，翌85年には更に38万元を投資して，１０トンの冷凍庫と４０
トンの余冷庫を新設した。1986年にはｌ株あたり4,000元を追加し，１９８８
年には新たに３名の株主を加え，ｌ株を２万元とした。新たな株主は，福
建省三沙漁業公司，温州市の水産公司以外，全て個人である。
工場長の徐定松は品質の向上に努め，競争力を高めるために技術員を招
聰するなどの努力を重ね，従業員のインセンテイブを引き起こすために組
織改革を進め，一定の成功を収めてきた。しかし，株主は必ずしも業務拡
大に賛成せず，８７年下半期に競争が激化するなか，急冷凍庫や製氷施設を
拡充する提案は株主総会で否決された。その結果，数10万元の利益を失う
こととなり，株主総会，理事会，工場長の権限の明確化が叫ばれるように
なった。
こうした経験もあり，市郷鎮企業局の指導のもと，５章，２４条からなる
企業の規約を作成し，８９年３月１日の株主会議で承認された。株式組合制
企業の性格について，「本工場の性質は株式組合制であり，株主は株の金
額に応じて企業に対する責任を持ち，企業は自ら有するところの資産に対
してリスク責任を持つ」（第４条）としてある。経営面に関しては次のよ
うに定めている。即ち，ｌ株を22,000元として，株券を発行し（第５条)，
資本と労働が結合しているという分配の原則に従い，中途で退出すること
はできないが，理事会の同意を経て第三者に譲ることはできる。技術者が
株券を譲渡する時には，工場に対して技術養成費1,000元を納入すること
(第６条)，利潤は50％以上を生産発展のための基金，２５％以下を株の持ち
分75％，出資金額25％に応じて配当を分け，残りの15％前後を公共用の積
立金とし，集団福利基金，ボーナス，企業の集団所有に属する積み立てに
充てる（第７条)。新規株主の募集は不定期に行う。株主は満50歳を過ぎ
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るとその子女が継承することができるが，必ず労働に参加する法定年齢，
労働能力があることを条件とする（第９条)。なお，規約には明記されて
いないが，賃金配分方式は，臨時工は出来高払いとし，固定工は持ち分
(工場長１０点，党支部書記９点，など）に応じて企業業績に連動して支給
することにしている（温州市委政策研究室編1989,128～128頁。察蒸炳
1989,40～48頁)。
事例３－南方ビール工場
８０年代半ば，ビールの消費需要が増大し始めると，断江省南部でも各地
でビールエ場創設の計画が持ち上がり，蒼南県においては地元のミネラル
ウォーターを利用できることもあり，小型のビールエ場が三つ建設され
た。南方ビールエ場の創設の中心人物は断江省，及び蒼南県の政治協商会
議委員，呉祖忠であった。呉祖忠はもと，橋轍鎮の医院の院長兼歯科医師
であったが，仲間と共に共同経営者を募り，８５年，６９名がｌ株5,000元
(当時，ｌ元は約80.3円）を，１２名が0.5株2,500元をそれぞれ出資し，合
計81人の株主による37万5,000元を資本金としてスタートした。株主のな
かには，行商で得た貯蓄で出資し，雇用されることを望む農民が相当数含
まれていた。非株主の従業員は44人で，うち半数が発酵，電気などの技術
者であるが，非株主は雇用されるにあたり，保証金として１人1,500元を
納めることが義務づけられた。
当初は，人気のある銘柄のビールを買い取り，それを自社製のビールと
抱き合わせで販売するなどの経営努力が功を奏し，次第に販売シェアを拡
大した。しかし，８１名の株主皆が「家の主人」になったため，意思決定が
迅速かつ適切に実行できず，自らの関係者の失業者を就業させたため，労
働者の素質が低下した。また，配当への不満などから株主であることをや
め，出資金を引き上げる人もでるなど，企業経営は危機に直面した。その
後，工場長など数名の株主が財産をなくす危機を冒してまでも退却する
人々の株を買い取り，経営の集中化を図り，工場長請負制を実施した。呉
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祖忠自ら工場長として担保を差し出して経営を請け負い，現場毎にさらに
請け負い制を導入して従業員のインセンテイヴを引き出した。さらに92年
には保証金を預けて請け負い集団への経営を委託した。株主，理事会，工
場長の権利と義務が明確化し，所有権，経営権，請け負い権が分離したこ
とにより，経営は順調に拡大した。９７年には１株１万元，株主166人，株
式数385に増大し，固定資産は創業時の100万元強から800万元へと増大し，
ビールの生産額は当初の250万元から1,800万元（96年）へ増加した（『経
済参考」９４年２月19日。「温州日報』，９７年１０月17日及び同月31日。温州
市委政策研究室編1989,43～47頁。黄正瑞2000,106～119頁．李丁富
2000,89～97頁)。
事例４－鴎海県登山靴工場
１９人の農民がｌ株8,000元で，合計26株を出資し，資本金20万8,000元
(約1,670万円）を調達した。従業員は1,300人，うち800名が出資をした，
株主兼労働者であり，残りの500名は非株主の単なる労働者であった。株
主のうち大株主の26名が理事会を構成し，企業経営に参加した。登山靴の
製造は順調で，輸出をするようになり事業は拡大した。その後，国有企
業，集団制企業とも提携をするようになり，金融，文具製造，貿易業務さ
らには農場経営などにも業務を拡大し，複合型の共同株式集団公司が成立
した。８７年の時点で，全体としての労働力は1万5,000人で，固定資産額
は1000万元以上，株式の主体は個人で，企業の財産関係は明瞭で，資金を
集める範囲は広い。利益は共にし，危険は分担，経営管理は独立自主とい
う原則を貫いている（国家七五研究課題組1989,143頁)。
（２）二重経営型
事例４－瑞安市仙降鎮のビニール靴製造総本社
７９年に，鎌をこてにしてビニール製靴の製造したのが始まりといわれ，
その後集団経済の基礎が崩れるなか，全村405戸の村民がそれぞれ，皮，
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ビニール，ゴム，布を用いた100種余りの異なったタイプの靴を製造する
ようになり，年生産額が2,000万元近くに達し，靴製造の専業村として名
を馳せるようになった。経営が発展し，市場規模が拡大するにつれて個別
農家での対応では限界が明らかとなり，村当局がペイパーカンパニー方式
による桂戸経営を推進した。天安門事件後の，政治的な緊張が続くなか
で，「赤い帽子」を被り集団企業と偽っているという批判も上がった。こ
うした批判をかわすために，党の村支部，村民委員会が上級部門の援助の
もと，「瑞安市製靴総廠」を設立し，これを総本社とし，各農家と共同経
営の企業は分社として，個人，集団が参加する混合型の集団制企業として
合法化を図った゜最初，総本社は１株1,000元として全体として172株を集
め，うち村委員会が20株，町営企業が１０株，農家が142株を出資した（こ
れらの数値は，文献によって若干の差がある)。
総本社は15株から１名の割合いで理事を選出し，理事長，社長は通常，
町営企業から選んだ。総本社は，財務，品質管理，共通ブランドの使用，
銀行口座の開設，領収証の発行，納税などを統一的に行ない，各分社には
市場'情報の提供，経営管理の指導を行なった。利潤の処分にあたっては，
再投資に50％以上，配当は25％以内，公共用の積み立てを15％充てるな
ど，市政府の規定に従った。こうして，各農家の政治面での不安を抑える
一方，市場経済の拡大に伴う，経営の効率化を促進した（斯江省温州股扮
合作企業制度建設研究課題組，２４頁，及び44～47頁。「中国郷鎮企業報』，
1990年８月８日）
靴の製造は80年代に農家所得の上昇に伴う，低価格の消費財需要に対応
して，急速に発展した。上記の仙降鎖のビニール製靴工場と同様の過程を
辿ったケースも少なくなく，瑞安市董田郷洋底村の場合もその一例であ
る。同村の405戸の村民は各種靴を作っていたが，８９年からの市場経済に
対する規制が厳しくなるなかで，挫戸経営方式が行き詰まった。村の幹部
は上級機関の支持のもと，農家，村民委員会を株主とする，新たな株式組
合製企業，「瑞安市製靴総本社」を創設した。
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事例５－永嘉県沙頭鎮北山村の鋳物製造
この村の鋳物業は300年以上の伝統があり，各農家に溶炉があり，技術
を引き継いでいる。９５年，鎮の党，政府が情勢を判断し，永嘉県の指導者
が現場で指揮をとり，小川沿いの約13ヘクタールの荒れ地を開墾して，工
業団地を造り，一戸一戸の工房での生産から株式組合制の企業設立を誘導
した。その後，株式組合制企業は増加し，各企業は，山西省の良質の石炭
など遠隔地からの原材料を確保し，温州市の企業と提携することにより販
路を拡大するなどスケールメリットを発揮して，業務を拡大した（｢温州
日報」９７年１０月20日)。
（３）各種のタイプ
事例６－集団制企業のモデルとしての株式組合制企業
温州地域の場合は数が少ないが集団制郷鎮企業の欠陥を克服する選択肢
の一つとして股扮合作制が位置づけられた。集団制郷鎮企業は，独立採
算，損益自己負担の原則に則っているとはいえ，それは国営企業との比較
においてであり，国有（国営）企業の「大全民」に対して，「小全民」と
言われるような財産権の暖昧さとそれに起因するところの，地元幹部によ
る行政干渉，企業行動の短期化，分配上の平均主義などがみられた。こう
して，郷鎮企業の財産権は実質上，「郷鎮全民所有制」から「郷鎮政府所
有制」さらには「郷鎮幹部所有制」へ向かい，郷鎮企業は郷鎮政府の幹部
の「小金庫｣，「金のなる木」となった。これに対して，財産権がより明確
な株式組合制企業は倣うべきモデルであった。労働に応じてのみ分配を行
う郷鎮企業と比較し，株式組合制企業において労働と株＝資本に応じた分
配はより刺激的な効果をもたらした。
具体的事例として，瑞安市のポンプ工場が挙げられる。経営不振により
操業停止状態にあった同工場は，９３年に200人以上であった従業員を大幅
に削減し，９５名の株主と15名の臨時工からなる株式組合制企業として編成
し直し，経営陣は従業員のなかから競売入札により選んだ。その結果，１
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年足らずの間に，労働生産性は２倍に上昇した（馬津龍，姜洪新，察仙
1994,16頁)。しかし，この工場は株主の多さが意思決定を難しくし，企
業経営の足を引っ張ることになる。このため，株主を62名に減らしたが，
小株主は賃上げを要求したり，ｌ株ｌ票であるために新たな平均主義が生
じ，結局，理事会の権限を大株主に集中させる制度改革を行った（『温州
日報」９７年９月30日)。
事例７－知識，技術を株主として参加する（｢入股｣）ケース，楽清県黄
華メーター製造工場。
７０年，メーター機器用のねじ釘を製造する村営工場として創設されたこ
の工場は80年に五つの工場に分割され，その一つが共産党員の陳漢蒙と１
人の女子工員とに家庭企業として経営を任せられた。その当時の生産用具
と言えば，総額400元足らずの簡単な工具類しかなかったが，陳は自腹を
切って総額２万元余りを出費し，発電機をはじめ，鋳物用の設備，ねじ切
り盤などを購入したうえに，３０人余りの人を雇い，県営クラスの規模の企
業となった。８４年には年産30万元に達したが，技術も，経営管理も不十分
であったために，陳は85年，知識，技術人員の株主化（｢智力入股｣）方式
により，６名の技術者，経営管理者を採用し，企業経営の責任を分担して
もらうことにした。
企業を八つの株に分割し，陳が経営，投資面での責任を持つことから２
株，その他の６人は各１株とした。６名のうち，３名は企業管理に，他の
３名は技術面での仕事に責任を持ち，知識を株主としての要件とし，現金
の拠出は要求しなかった。利益の分配にあたっては株主間で完全に平等と
し，多く稼げば分配を多く得，稼ぎが少なければ分配も少ないことを原則
とした。
利潤が企業経営の業績と結びつくことから従業員のインセンテイブが強
まり，品質管理も厳格に行い，設備投資を拡大する一方，弱電機機器，ア
スベストなど新製品の生産にも進出した。その結果，８５年の利潤は40万元
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を上回り，利潤率も前年に比べ10％上昇し，ｌ株当りの配当は5,000元に
達し，労働者の賃金も20％増額した（｢温州日報」８６年７月13日)。他に，
蒼南県衆星実業有限公司において，自動制御装置技術者を技術をもって株
主として招聰した例等がみられる（｢温州日報」９７年１０月１日)。
事例８－荒山の開墾一平陽県順渓鎮のケース
植樹技術のある農民と機械工とが相談して，共同出資して1,200畝（約
133ヘクタール）の荒山を開墾し，植林をして収益をあげることを目指し
た。最終的には，他に４戸を誘い，合計６人６株とし，うち４人は資金
を，２人は労働をそれぞれ単位とする株主とし，経営に参加し，利潤は６
人で均等配分することとした（『温州日報」1987年３月13日)。
このような，森林開発，荒れ地の開墾にあたって，資金，労働，技術を
株の構成単位とし，共同で事業を行ったケースが80年代後半から90年代に
かけて『温州日報』に数多く掲載されている。
事例９－水力発電事業
水力発電の潜在力は大きかったが，計画経済体制のもとでは資金が電力
需要に追いつかなかった。そこで93年より，省と市の関連部門の担当者が
｢誰でも投資し，所有し，利益を得る｣，「投資するものは利益も危険も負
担する」といった原則のもと，水力の電源開発に株式制を導入することを
決定し，株主に対して様々な優遇政策を実施した。９３年からの５年間で７
億元の資金を吸収し，また97年１月から10月までの間に出力2000万ワット
の機械を備えるのにあたり，資金の４分の３は株式組合制型企業を設立す
ることによって調達した（『温州日報」９７年10月20日)。他に，文成県
(｢温州日報』，９７年11月27日)，永嘉県（『温州日報』，９７年９月９日)，蒼
南県（｢温州日報｣，９７年11月４日及び，１５日）など比較的小規模の水力発
電所の建設には，株式組合制による資金調達，経営方式が採られた。
他に病院（陳徳文，肖力文2000,136～147頁)，飛行場（陳徳文，肖力
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文2000,148～156頁)，堤防（陳徳文，肖力文2000,201～218頁)，漁業，
養殖，農場（『温州日報197年９月28日）など数多くのケースにおいて株
式組合制が採られた。
3．株式組合制企業の組織，経営上の特徴
独立経営型，二重経営型に共通して敢えて株式組合制タイプの企業組織
を選択した狙いは，実質上の私的な企業が集団制企業として認知されるこ
とにより，その合法性を得ることにあった。私的所有権は認められず，所
有権が暖昧な状況のなか，企業経営のインセンテイヴを与えるには，法人
主体の集団制企業として地方政府による資産保護が重要であった。９３年に
実施した筆者等の現地調査においても，株式組合制を名乗る企業19のう
ち，株式組合制を採用した理由として「財産権の明確化」を挙げたのが１３
社と最多であった（菊池1997,72頁)。さらに，集団制企業として認定さ
れることにより，私営企業より所得税が安く，金融機関からの貸付け利率
も低く，土地を確保するのにも有利であるうえに，行政からの干渉も逃れ
やすいという利点もあった。
独立経営型の場合は，企業を立ち上げる際にまとまった額の資本調達の
手段としての機能が重要であった。株主の構成は，いずれもの事例に共通
してみられるように個人の株主が中心である。９０年に実施された，模範的
な企業435社を対象とした調査によれば，合計の資本額7,221万元うち，個
人株主による投資額は6,460万元と89.5％を占めていた。なお，従業員総
数２万8,563人のうち，持株従業員は5,003人と17.5％，１社あたりでは１１
人であるが，調査対象外の他の企業の規模はもっと小さく，持株社員は５
人以下とみられる（斯江省課題組1993,34～36頁)。株の構成要素として
は，８７年の，「温州暫定規定』には土地，実物，技術などを現金に換算す
ることが条文化されていた事実，先の事例６にも技術が株としてみなさ
れ，技術者が株数に応じて配当を受ける場合もあったようである。しか
し，一般的に技術を株とみなす際には，配当（｢股息｣）は与えられず，収
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益に対する一定の利息（｢分紅｣）をのみ支給していた。
８７年の『温州暫定規定』ではまた，株式組合制企業を株主の義務を限定
する有限責任制とし，当事者に対しては債権を保証する実質上の法人所有
権を認めた。建て前としては，法人所有権の確立によって，企業の財産は
職員，労働者全員に帰属する，法人財産となるが，こうした規定を明確に
したのは，「１年目は仲間を組んで，２年目には勢いが盛んになるが，３
年目になると解散する」（一年合，二年紅，三年散）と言われるようにか
つての「合股」は組織としては不安定であったからである。株主の大部分
は，血縁，地縁，或いは友人等の親しい人々の集まりにより形成される
が，まとまりがなく，出資金に対する過大な利息を要求したり，破産の危
機にある企業においては生産設備を競って持ち逃げするなどの事件が起っ
た。そこで地元政府は，株主の退却による企業の崩壊を防ぐなど，企業の
体をなす組織へ転換させるために，後にみる89年の『通知』において，株
主が退くにあたっては，継承，売買，贈与を条件とした。その結果，株主
で退却する者の人数は大幅に減り，内紛による企業の解散，休業といった
事態は減少したと言われる。
経営方針上の意｣恩決定機構に関しては，『温州暫定規定』に従えば，形
式上は理事会を置き，株主総会を開き，ｌ株１票の原則のもとで，理事
長，社長（工場長）を選挙することになっていた。所有権と経営権の関係
は多様であるが，当時の地元政府の関係者の多くは，最高決定権が株主か
ら分離するという現象は起きず，経営権と株主は殆ど一致している，とみ
なしていた。筆者の93年調査でも明らかになったように（菊池1997,74
頁)，また事例１，及び事例３にもみられるように，全員が投資し，所有
株数の平均化した企業では経営が成功しないことが多い。また，事例２が
示すとおり，株主が必ずしも利潤動機に敏感とは限らず，企業の長期戦略
に対して的確な見通しを持っているわけではない。一般に，所有する株が
少ない株主は短期の配当を多く期待する，という。そうした株主が多数存
在することが企業にとって適切な意思決定を妨げ，時には企業に取り返し
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のつかない結果をもたらす危険性があることを物語っている。現実には，
少数の株主に株が集中化する傾向がみられ，規模が大きく，管理水準が高
い企業においては，概して個人が株の占有を通じて絶対的な経営監督権を
持つことが多かった。
他方，二重経営型の場合，農家単位の営利活動の合法性を擁護するとと
もに，品質管理，金融・流通面の便宜を図るなど，地元政府が積極的な市
場経済体制を拡張していく姿勢がより強く示されている。総本社一家庭企
業型の二重経営体制が生成する背景として，コースの取り引き費用論をベ
ースにした説明が広く受け容れられている。つまり，市場規模と交易費用
は正比例の関係にあり，市場規模が大きくなれば，需給関係は複雑にな
り，取り引き費用は増大する。企業がその内部では市場取り引きを必要と
しないために，取り引き費用を節約する機能を持つ。温州農村地域の家庭
単位の企業の多くは，市場規模の拡大に伴い，家庭単位の企業の効率の高
さが益々，大市場での取り引き費用を相殺するようになり，言い換えれば
｢小企業，大市場」の矛盾は取り引き費用の高騰をもたらす構造になって
いた。８６年に実施された温州市鴎海区の調査によれば，３０％の家庭，共同
経営企業が赤字で，４０％が収支均衡かごく僅かな利益を得ているのに過ぎ
なかった。従って，取り引き費用を節約する企業組織は家庭，共同経営を
基礎とする農民が最も受け入れやすい方式であった。総本社が傘下の各家
庭企業に対して，統一ブランドの使用，検査証の発行，銀行の統一口座の
開設，市場情報の提供，経営面での指導，原材料，製品の統一買い付け，
販売などは，企業内部の取り引きコストを節約することで，各企業の経営
の改善に貢献した（馬津龍，李建海1991,24～25頁)。
4．株式組合制企業の合法化過程における地方政府の役割
ここで中央の党，政府による民間企業の活動に対する広範，かつ強力な
制約のもとで，地方政府である温州分当局が地元の株式組合制企業に対し
て，如何にしてその合法性の保証を与えてきたのかについてが焦点とな
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る。
株式組合制企業の最初の『温州暫定規定」が公になるのは87年11月７日
のことであったが，その年のはじめ，同年２月28日に温州市政府は『郷鎮
企業管理暫定規定』を公布し，町営，村営企業と同様に個人，共同経営企
業を扱うとしたうえで，いかなる郷鎮企業であれ，「自力更正を主とし，
国家による補助を従とする」方針に従い，資金調達により株主となり，出
資金に対する配当は銀行の利息より高くしても良い，資金，労働力，技
術，家屋などの生産要素を以って株主となり，株式数に応じ配当を得，労
働に応じる分配を組み合わせる報酬も可能である，と明記している（第１２
条)。既に，温州市政府は合股を基礎とする株式合作制タイプの企業を認
知する方針を示していたのである。
その約８ヶ月後の１０月26日，全国に先駆けて私営企業についての規定，
『温州市における私営企業管理に関する暫定規則』（以下，『温州私営暫定
規則』と略称）が公布された。この日は，北京で開催された，中国共産党
の第13回党大会の２日目であり，同大会においては私営企業が，公有制経
済の必要かつ有益な補完物であるとして，初めて形式上認知された。この
｢温州私営暫定規則」は「私営企業」を，１.生産手段の所有権が個人に帰
属し，２.雇用労働者は８人以上（商業は５人以上)，３.投資額３万元以上，
4.固定した場所と設備を有し，５.所有者が生産・経営活動へ必ず参加する
こと，これら五つの条件を満たすものと定義したうえで，税引き後利益の
50％以上は事業拡大のために再投資し，所有者と労働者と間の平均賃金の
格差は６倍以内に留めるべきこととしている。浪費を防ぎ，所得格差の拡
大に歯止めをかける一方で，雇用労働者の人数については，生産力の発展
を抑制することになるので上限を設けない，とし，マルクス主義の教義に
抵触し兼ねないような大胆な方針で臨んでいた点が注目される。そのうえ
で，「私営企業の所有者は法に基づき企業経営の管理権を享受し，いかな
る部門，単位の非合法的な干渉を受けることはない」（第６条）とし，政
治的には公有制企業とは差別されないことを公に宣言している（『温州日
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報』，８８年１月19日)。これにより，市レヴェルの地方政府において私営企
業が合法的な存在として認知されるに至り，営利活動は保証されることに
なる。「温州私営暫定規則』の地元経済に及ぼした影響は顕著であり，例
えば，橋頭鎮のファスナーの企業が新たに60万元の設備投資を行なうなど
その効果が現われた（『温州日報」８８年６月13日)。株式組合制企業は集
団制企業とはいえ，民間の企業である故に，私営企業に対する地元政府
の，こうした規制緩和の方針は，企業活動へのインセンテイヴが高まった
とみて差し支えあるまい。
こうした温州の実験が88年６月25日付の全国規模での「中華人民共和国
私営企業暫定条例』（以下，「全国私営暫定規定』と略称）として結実する
ことになる。この条例をうけて，温州市当局は，株式組合制企業と私営企
業との区別，及びそれぞれに対する政策対応について，８８年８月25日，
『私営企業と株式組合制企業に関する若干の問題についての通知』（『温州
日報｣，８８年９月26日）を出した。
その趣旨は，資産，雇用の面の特質から，私営企業の資産は個人に属
し，８人以上を雇い，営利を追求する組織であるのに対し，株式組合制企
業は２人以上の労働者が，各々資金，現物，技術などをもって参加する営
利を目的としてた自発的な連合組織である。企業の資産は，増資分も含め
て，共同出資者が株に応じて所有し，かつ利潤のうちから一定の比率の公
共用の積み立てを行う，株式制と組合制とを兼ね備えた経済組織である。
つまり，建て前上の区分は，私営企業には単独出資の他に共同出資，有限
責任会社も含むが，資産を所有するものが非所有者を雇用する私的な組織
であるのに対して，株式組合制企業は共同所有，出資を原則とする集団組
織である。また，負債に対して前者は無限責任，後者は有限責任を負う点
でも大きな差異がある。
ここで注目されるのは，温州市政府側は，株式組合制企業は現状に相応
しいので発展を促しているものの，前節で取り上げた，桂戸経営を含め，
各企業の当事者は自らが私営企業に属することも，或いは株式組合制企業
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に属することも可能である，として当事者に選択を任せている点である。
無論，株式組合制を選択した場合には，公共積み立て金を確保するなどそ
れぞれの規定を遵守することが義務づけられているものの，特に，集団制
企業は善で私営企業は望ましくない，という方針は明確にしていない。む
しろ，私営企業に対しては，『中国私営暫定規定』の条例が，「温州私営暫
定規定』よりも財産権を明確化している点では厚遇し，また株式組合制企
業の経営者と労働者の賃金の格差は，『温州暫定規定』では３～８倍とし
ていたが，国務院の新規定に倣い10倍以内としても良い，と明言するなど
総じて現地の企業に有利と判断している。
こうして，民間企業にとっての制度面での環境は有利な方向へ向かうの
であるが，1989年６月４日の天安門事件によって，一連の経済体制改革の
流れにブレーキがかけられ，私営企業はもちろんのこと，株式組合制企業
も批判の対象となった。天安門事件直後に既に，全国政治協商会議の委員
会において，温州での資本主義の影響，貧富の格差が問題視され，これを
うけて，国務院が同年８月温州に調査団を派遣した。９月８日付けで中央
政府に提出された調査団による報告書，『斯江温州市において実施されて
いる株式組合企業の情況』は，「温州暫定規定」を評価したうえで，登記，
税務の方面での管理が不十分であるため，市の商工部門は株式組合制企業
を私人の合股であり，私営企業に属すと認識しているのに対して，現地の
政府はこれを半社会主義の属性を有する，集団制企業と認識し，国家が株
式組合制企業に対して法律上の合法的な地位を与え，それに相応しい明確
な管理方式を規範化すべきことを提案している，と総括している。結論と
して合法的と判断したのである。ところが，９月になると今度は断江省か
ら中央へ，温州モデルは資本主義そのものであるとの投書が寄せられたた
め，再び国務院が調査団を派遣した。しかし，調査結果は，株式組合制は
合法的であり，その財産権を明確にすべきであり，株式組合制に関する法
律を制定し，個人，及び私営経済を集団制経済へ誘導すべきだ，という趣
旨の提言に落ち着いた（黄正端2000,60～61頁)。
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これらの調査団による肯定的な結論をうけて，温州市当局は89年11月２０
日付けの「株式組合制企業の規範化に関する若干の問題についての通知』
(以下，『規範化通知』と略称。『温州日報』，８９年12月３日)，及び89年１２
月１２日付けの『温州日報』に掲載された，温州市体制改革委員会の宋文
光，諸葛立准による『株式組合制企業の規範化に関する若干の政策問題に
ついての説明』において，国家レヴェルでの諸規定が整備されていないな
かで，改めて株式組合制企業の，財産権，企業への参加・撤退，利潤の分
配，労働者の福利，納税など，『温州暫定規定ｊに盛り込まれた，組織，
経営上の規範を説明し，この企業組織を擁護する姿勢を明確にした。
この「規範化通知』の第一の意義は，当時の商工業に関わる法規のなか
に「股价合作」の名称がないなかで，８７年の『温州暫定規定』に従い，
｢股扮合作」を「新しいタイプの組合経済」であり，社会主義の集団経済
を構成する要素である，と明言した点である。そのうえで，現状の具体的
な問題点として，配当や賃金が高すぎたり，公共用の積み立てが行われな
かったり，或いはそれを資本金に組み入れたり，更には株主が撤退して企
業が存亡の危機に陥ることなど挙げ，集団制企業であることを再認識した
うえで，利潤のなかから公共用の積み立て金を確保すべきことを強調し
た。また，労働者の権利を保障することに加え，株主が利潤のうち規定分
を超えて私的消費に回すことを禁止し，その場合には所得税の課税対象と
なる，など株主の浪費を戒めている。これは，天安門事件後に全国的な規
模で行われた，民間企業の経営者に対する徴税の強化，過度な消費を抑制
する風潮のなかで地元の株式組合制企業関係者に対する警告としての意味
合いがあったとみられる。いま一つ，この文書で重要な点は，株主の撤退
方法を明確にしたことである。株主間に内紛が生じ，親戚や兄弟であって
も株主から撤退し，企業の存立を危うくするケースがあったことは前述の
とおりである。温州市政府は，企業経営の混乱が地域経済に及ぼす影響を
食い止めるために，相続継承，売買，贈与により出資金は企業に留めおく
ことを条件に株主からの撤退を認めることとした（｢規範化通知』の第六
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項)。『規範化通知」では最後に，「各級政府は，国営企業，集団制企業に
おいてみられる，分配面で従業員のインセンテイヴを削ぐような平均主義
の誤りを犯してはならない」と，市場経済体制へ向けての決意を強調して
いる。
こうして中央の党，政府は結局，温州での株式組合制企業の発展を肯定
的に評価し，全国的な規模で合法的な集団制企業組織として承認し，企業
の成長を奨励することになる。翌90年２月１２日，『農民の株式組合制企業
についての暫定規定」（農業部郷鎮企業司，以下，『全国暫定規定』と略
称）を公布し，第３条で，株式組合制企業は労働に携わる農民の組合制経
済，社会主義労働大衆の集団所有制経済である，としてその合法性を承認
した。組織，経営上の具体的な内容は，『温州暫定規定』を踏襲している
が，主な違いは次のような点である。
まず，株の構成要素として労働を「温州暫定規定』では入れなかったの
に対し，『全国暫定規定』ではこれを数えることにより，株式組合制企業
の範囲を拡大した。集団制所有の企業として合法化を主張できる企業が増
加したということになる。第２に，拡大再投資資金として税引き後利潤を
充てる比率は，「温州暫定規定』では50％以上であったのに対し，「全国暫
定規定』では60％以上に上昇した。うち，５０％分は，企業全体の資産とし
て特定の個人に分割することができない，としており，より集団制の色彩
が濃い企業に誘導する狙いが込められていたとみられる。そして初めて，
企業組織と経営責任に関して，最高の権力機構としての株主代表大会，常
設の意思決定機構としての理事会の設置（第16条)，経営責任者である経
理の選出方法と義務（第17条)，経営請負制と経理請負制の実行（第18条）
を条文化している(4)。
この『全国暫定規定』を基礎に，温州市の党委員会，政府は90年６月５
日，『株式組合制企業の規範化に関する若干の政策規定の報告』（温州市体
制改革委員会・温州試験区弁公室1990,28～33頁）を発表し，基本的には
これまでの各条項を確認したうえで，賃金総額の11％を従業員の医療，福
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利費に充てるべきである，などこれまで以上に組織，経営に関わる諸規定
の細目を明示した。
ところが，この時点でもなお，地元では私営経済が資本主義的であると
して，中央の党，政府に告発する動きが続き，株式組合制企業が合法化か
否かをめぐる論争に発展する。『人民日報ｊの記者，凌志軍が91年８月に，
株式組合制企業の集団性，合法性を認める論評を掲載したのに対して
(『人民日報」９１年８月７日)，中央は－度も温州が社会主義的であると言
ったことはない，と批判があった，という。こうしたイデオロギー上の抗
争に最終的な決着がつくのは，やはり92年の都小平による春節時の南巡講
話を待つことになる。これを契機に経済体制改革に一段と弾みがつき，株
式組合制企業もより自由な企業経営が可能になったことは疑いのないとこ
ろである。事実92年末には，市全体の株式組合制企業数は24,153社にのぼ
り，生産額88億6,000万元は全市工業生産額の47％，郷鎮企業生産額の８１
％に達した（『温州日報』，９３年５月24日)。同年12月24日には，農業部が
｢郷鎮企業の株式組合制企業を推進し，完備することについての通知』が，
更に地元政府が同月31日に『株式組合制企業を大いに発展させることに
ついての規定』をそれぞれ発布し，従来の『国家暫定規定』をもとに，株
式組合制企業の株式の扱いを中心に，税制や利潤の分配など組織，経営上
の諸規定を明確にした。農業部の『通知』においては，例えば，ｉ国家暫
定規定』では常に農民株式組合制企業と表現されていたのを，農民の文字
を外すことで都市部での企業をも包括するようになり，また企業の最低構
成要件の戸数を３戸から２戸とし，株の要素としての労働を外して，土地
使用権を加えるなど，９０年の「国家暫定規定』に盛り込まれた条項をより
現状に適うと同時に，株式組合制企業の範嶬を拡大するように修正した。
また，株の種類を個人株の他に，町村株，法人株，及び外資株を区別し，
財産権をより明確にするとともに，大型の国有企業に対して導入を推奨す
ることになる株式制企業と性質が接近してくることになる。地元の31日付
の『規定」はこの『通知』をうけて，税の減免，技術革新，輸出産業化の
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奨励，金融機関に対する融資の奨励，集団化を通じた大型企業への誘導な
ど，企業の発展を促進するための措置を列挙した。
翌1993年の中国共産党中央委員会総会においては，株式組合制企業が農
村の企業組織のモデルとして積極的に評価されるに至り，同年５月24日付
け，『人民日報」には温州市党委員会書記，張友余氏が論文「株式組合制
がもたらした農村市場経済の発展一温州における株式組合制企業発展の実
践と思考」を発表し，特に，二重経営型の株式組合制企業の形成は社会主
義のもとでの集団化による企業規模の拡大によって実現したものであり，
その成果の目覚しきを評価している。同年11月29日にはまた，温州で『都
市集団制企業の株式組合制へ組織改変する弁法』が公布され，都市部でも
株式組合制企業が合法的な組織として認められた。
翌94年の12月31日には『株式組合制企業管理規定』（『温州日報195年
１月５日）が新たに制定された「中国公司法」との整合性を保ちながら，
従来の諸規定を集大成することになる。前後して，９４年12月28日，宋文光
氏による「温州株式組合制企業管理規定に関する若干の問題説明」も発表
され（『温州日報」９５年１月６日)，株式組合制企業は集団制ではなく，
また全民所有でも，個人，私営でもない新型の株式組合制であるとし，財
産権は投資をした人々の株数に応じた共同所有として，集団所有とは区別
することを明記している。これを契機に，所有制に関しては，株主の「共
有制」であるとの認識が定着した。
1997年の中国共産党第15回党大会において決議のなかに，株式制は社会
主義においても導入することができる，と謡われたことで中国内外の関心
を呼んだ。組織改革の進展が緩'慢な規模の大きな国有企業に対しては，い
わば即効'性のある改革の切り札として株式制への転換を促す一方，小型の
国有企業，及び農村，都市の非国有の中小企業については株式組合制への
改組を奨励した。これを受けて，株式組合制のルーツ温州への視察団訪問
が相次ぎ，「温州日報』によれば，全国から９月だけで30余りの代表団が
訪問し，これは「温州モデル」が中国内外の注目を浴びて，研究者，政策
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担当者達の温州詣で賑わった86年７～８月以来のことであった，という
(『温州日報』，９７年９年29日)。さらに10月下旬に大連で開催された，国内
の旅行商談会でも，温州の旅行社が企画した「温州株式組合経済視察ツア
ー」への申込み，相談が相次いだという（『温州日報』，９７年11月３日)。
こうした風潮は現地の株式組合制企業関係者にとってはまさに追い風とな
り，企業業績は概して好調であった。温州市全体の正確な動向を知るうえ
での統計は公表されていないが(5)，同年，蒼南県においては，株式組合制
企業は1,207社で，生産額は51億7,000万元で全県生産額の46％に達し，こ
れに個人経営の企業による生産高，５４億3,000万元（全体の48.4％），私
営企業9,000万元（0.8％）と，私的セクターが地域経済を制覇するような
状況が生まれた（黄正瑞2000,67頁)。
こうした株式組合制企業の発展を可能にした，所有制をめぐるイデオロ
ギー論争の実質上の決着(6)，及び市場原理の一層の拡大は，株式組合制企
業を新たな段階に導く契機となった。
経済体制改革を理論面でリードしてきた北京大学の属以寧教授は，『中
国証券報』の記者が「股价制」に「合作」の一語を加えて「股扮合作制」
という表現を用いてきたいのは資本主義の性質を有する，と非難を避ける
ためであったのでは，という質問に答えて，次のように語っている。
「当初は確かに郷鎮政府の幹部，郷鎮企業の責任者にそのような心配が
あった。長期にわたり，組合制と言えば社会主義の性質と認識し，株式制
と言えば資本主義の'性質を持つ，と見なされてきた。他の人にあれこれ言
われないように「股扮合作制」の名称を用い，安全感を求めてきた。今日
ではそういう必要がなくなり，「股扮合作制」の過渡的形式の歴史的使命
は終えた」（同紙，９４年２月24日。引用は中国人民大学編，復印報刊，
『郷鎮企業与農場管理』，９４年，第３号，４３～44頁)。
「資本主義か社会主義か」の論争という歴史的な条件のもと，集団経済
の隠れ蓑の役割を果たしたのが株式組合制企業であり，そうした環境が変
り，市場経済体制の移行が更に進めば株式会社を中核とする，近代的企業
民間企業の発展と地方政府の役割 291 
制度へ収数するのは自然の成り行きであろう（『人民日報』，９７年11月１４
日，華東版)。筆者等の現地調査においても，株式組合制を名義上利用し
ているだけの企業も幾つか訪れ，少なくとも所有制に関する限り，国家レ
ヴェルでの論争はほぼ決着がつくと株式組合制企業の存在意義は薄れるの
は当然という印象を持った（菊池1997,73頁)。
さらにいま－つ，市場規模が拡大するにつれて，企業規模が小さい故に
持つ限界が露呈した。今日，中国有数の規模を誇る私営企業集団，電子部
品製造の正泰企業集団の若き理事長兼社長，南存輝氏は94年に既に，株式
組合制企業の持つ限界を持株親会社を中心とする企業集団化によって，大
規模かつより効率的な組織へ転換できる見通しを語っていた（｢温州日
報』，９４年12月１日)。温州市のみならず，斯江省の政策担当者の間では，
移行期のいわば最終局面として，過渡期としての`性格が濃厚な株式組合制
企業の組織からより純粋な株式会社への転換を自然の流れとして受け止め
るようになった（王祖強，汪水波1998,及び王祖強1998)。15の株式組合
制企業が統合して，株式会社として長江電気株式有限公司が発足した事実
を，株式組合制企業の「家族時代」と決別し，近代的企業組織へ向けて邇
進し始めた転機として絶賛したのもそうした背景があったからである（陳
徳文，肖力文2000,238～251頁)。
市場経済体制への移行が始まって以来，温州地域においては民間企業が
地域経済をリードしてきた。民間企業は政府の干渉を排してこそ十分な
活力を発揮することができるのであり，市場経済体制のもとではレッセフ
ェールの原則が望ましいはずである。しかし，市場が未成熟であり，国家
による法令がない状況のもとにおいては，地方政府が一連の法，規定によ
って時には保護し，また時には政府自ら市場原理を拡張することが地元の
民間企業にとっては不可欠であった。株式組合制企業が私的所有であるこ
とで白眼視されるために高くつくコストを集団制という名義によって低減
することができたのも（李丁富，６１頁)，結局は地方政府による保護，奨
励策によるところ大であった。だが，中央政府が法を整備し，また企業の
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表２民間企業からみた政府の役割（21社，延べ回答数72）
回答総数 いうにけ先項＝
出典，菊池1997,62頁．
活動範囲が広がれば，地方の企業にとっては地元政府から得られる,恩恵は
少なくなり，むしろ小さいサイズであることを望ましく思うようになった
ことであろう。筆者等の現地調査においても，地方政府の役割を問う設問
に対して，「干渉が少ないこと」を選択する企業が多かったのも，そうし
た民間企業側の政府観を反映している（表２)。こうして市場経済体制へ
の移行の初期における，民間企業と地方政府との関係は転機を迎えること
になる。
もっとも，中国において中小規模の企業の国民経済に果たす役割が漸く
重要視されるようになったなかで，株式組合制の持つ資金調達機能は依然
有効であろうし，開墾，植林，発電といった，受益者負担の要素を含む，
インフラ絡みの小規模な事業にも株式組合制の原理は活かされることにな
るであろう。
《注》
（１）合股企業については，根岸倍1943，村松裕次1949,今堀誠二1991,等の
研究があり，最近では中井英基1996による張審についての精繊な実証研究
がある。
トップ
あげた 目
干渉が少ないこと 1５ ５ 
企業の利益の保護 1５ ２ 
インフラの提供 1２ ４ 
市場秩序の維持 ６ ２ 
事務処理の迅速さ ５ ２ 
経営上の問題の解決 ４ ３ 
市場情報の提供 ３ ３ 
その他 １ 
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これら既存研究によれば，合股企業とは「２人，２戸，乃至２人，２戸
以上の家庭を単位とし，営利を目的とした，共同企業」であり，こうした
企業が生成する背景には，「家族企業を単位としては，経営規模を拡大す
るにあたり，資金調達，販路拡大，情報収集，技術導入にあたり，限界が
あるため」であり，企業設立にあたっては，「親戚，友人を基礎，中核と
する，「股」という単位が，参加者の権利，義務の量を決定する」方式が
用いられている。
郷鎮企業の発展要因を分析するうえで，合股に示される歴史的な企業組
織の持つダイナミズムの復活という連続的な観点の重要性を明らかにした
のが浜下武志1990である（同著，「結び現代中国と近代史研究｣)。なお，
株式組合制企業の起源を，人民公社の形成過程において存在した，1950年
代初期の合作社に潮る，という見方もあるが（李浩然，105頁)，その合作
社にしても，革命前からの合股の組織原理を継承していたとみるべきであ
ろう。
（２）股扮合作の呼称は日本語に訳さず，そのまま用いることが少なくない。
株式合作と訳すケースが比較的多く見かけるが，多様な形態が存在するこ
ともあって適訳が難しい言葉である。本稿では，温州農村地域での企業組
織の特質を考慮して，株式組合制の訳語を充てることにする。
一般的には株式組合制企業は次のように理解されている。「株式制を組
合制に組み込んだものであり，結合という点においては，株式制は資金の
結合であり，組合制は労働の結合であり，株式組合制とは「労資両方の相
結合」である。分配面では株式制は資本に応じた分配，組合制は労働に応
じた分配である……株主の権利として１人１票制をとる」（金永生主編，
101頁)。
温州の出身者であり，温州農村地域の経済研究の第一人者である，張仁
寿は，温州地域における株式組合制企業について，資本，労働など異なる
所有者に属する生産要素を集中して統一使用し，利益を均等化し，危険は
分担するという組織原理のもと，完全に独立採算，損益自己負担の経済実
体と定義を下し，自己集資，自己経営，リスク分担を経営上の特質とみな
す。遊休資金を資本金として吸収し，効率的な企業組織へ転換し，集団制
企業とみなされることにより，社会主義の原理に抵触しない，というメリ
ットがある。張仁寿によれば，参加者の責任や結びつきかたなどによっ
て，合懸企業と合股企業とに分けられる。合懸企業は，企業規模が小さ
く，参加者が口頭で協議して経営を行ない，一般に完全な平等権を有し，
所有権と経営権とは融合し，債務に対しては無限責任である。これに対し
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て合股企業は，規模は大きく，一株一票だが，出資額，株数は異なり，諸
権利は株数によって決まる。所有権と経営・管理権は分離し，株主は持株
数に応じて有限責任である。一部では理事会，従業員代表大会の場で，工
場長が選出される。株主の大部分は親戚，友人だが，一般向けの株は日増
しに重要性を増しており，地縁，血縁の原始的な紐帯，束縛から近代的な
企業へ転化する過程にある（張仁寿，李紅，1990,63頁)。
この区別は，日本の合名会社，合資会社の区別に対応している。本論で
明らかにされるように，多くの株式組合制企業は実質上合資会社に相当す
ると思われる。
（３）多様な形態が存在する故に，研究者，政策担当者それぞれによる類型化
は一様ではない。農業部が郷鎮企業の管理担当者向けに編纂した教材で
は，「個人経営，私営，共同経営企業｣，「郷村集団企業改造型｣，「社区株
式組合制」の三つに区分している（農業部郷鎮企業局編1998,35頁)。ま
た，紀尽善主編1997では，農村，都市集団，国有小規模に大別し，さらに
農村については，社区型と企業型に分け，温州を始め各地の特徴にもふれ
ている。一般的には企業型は温州の他に安徽省阜陽，山東省潜博で典型的
にみられる。企業型は社区型に比較して，より株式企業としての性質を持
つ，と言われている。社区型は広州市天河区と深〃１１市宝安県横崗鎮の村級
股がモデルとなっている。なお，邦語による研究として社区型について，
周小薇2001が取り上げている。
（４）意思決定機構としての理事会，最高権力機構としての株主総会が果たす
役割の大きさ，そもそも開催されているのか，企業によって大きな差があ
ると思われる。規模の小さいところでは，株式組合制企業を名乗っている
ものの，株主は兄弟のみ，理事長を小さい娘にしているようなところさえ
あった（菊池1997,73頁)。
コーポレートガバナンスの理論の枠組みに即して，理事会，株主総会の
設置が法的に義務づけられることで，株式組合制企業の経営に効果的な影
響を及ぼす，とみなす見解もあるが（葛立成，解力平2000)，どれだけの
企業がそう言えるのか不明である。
（５）温州市政府レヴェルの公式統計では，株式組合制企業に関わるデータを
公表していない。これは，所有制の範囑のなかで株式組合制企業が単独に
は扱われていないことに由来すると思われる。なお95年度に実施された，
第３次の工業調査においては温州市，農村工業生産額457億元のうち，個
人・私営企業による分が35％，合作経営32.5％，郷弁24.7％，村弁7.8％
となっている（『温州日報｣，９７年１月23日)。また，「温州統計年鑑1998』
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では，工業総生産額の所有制別構成比を，国有，町営，村営，合作，個人
など八つの範檮に区分し，うち都市･農村の合作は80年の3.5％から97年に
は22.7％に上昇している。同じく個人経営は0.4％から34.8％に増大して
いる（温州統計年鑑編纂委員会1998,25頁)。
（６）イデオロギー上の決着と言っても，所有制，経営上の問題が全て解決し
たわけではなかった。筆者等が93年に現地で調査を行った際にも，関連部
門の責任者から経済体制改革を巡って微妙な問題が存在し，調査，研究に
おいても全面的にオープンではない，と釘をさされる体験をした。
（本稿は文部科学省，科学研究費補助金基礎研究（Ｂ）（平成14年度）代表法
政大学法学部太田勝供教授，研究課題，「中国の市場経済化と国家の変容一党
と国家の制度改革と機能転換に関する調査研究一」の成果の一部をなす）
参考文献（株式組合制の理論，及び中国全般の状況を扱った文献については最
小限にとどめる。なお，特に重要な新聞記事も収録した）
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《Abstract》
Thispapercontinuesadiscussion,beguninapreviousissueofthis 
journal,ofnoteworthyprivate-enterprisedevelopmentsinapredomi‐ 
nantlyruralsectionofcontemporaryChina、
InvillageareasofthedistrictofWenzhouinsouthernZhUjiang,the 
latterhalfofthel980swascharacterisedbytheappearanceofenter‐ 
prisesblendingelementsofjointstockcompaniesandco-operative 
unions:businessesthatcanaptlybetermedshareholdingco-operatives 
Theirforerunnerswerebusinesscombines（合股:ｉｎJapanese,goko）of
aformspecifictosocialistChina 
Theseorganisationsoperatedunderprinciplesthatcanbedescribed 
asfollows,Toestablishaprofit-makingenterprise,prospectivepartici‐ 
pantsmadecontributionsoflabourcapacity，monetaryaid，land，or 
technicalexpertise・Ｔｈeseresourceswerethenpooledandassessedas
shares，withresultingprofitstobedistributedamongmembersin 
accordancewｉｔｈｔｈｅｎｕｍｂｅｒｏｆｓｈａｒｅｓｈｅｌｄｂｙｅａｃｈWithinChinese 
socialismasitwasaｔｔｈｅｔｉｍｅ,capitalownershipandprivateincome 
weretaboosubjects；nonetheless，theshareholdingco-operativesof 
Wenzhousucceededinwinninglegalstatus，duetothecircumstances 
thatenterpriseswerejointlyownedbyallparticipants,andthatall 
shareholderstookpartinthelabourinvolvedWithinChinaａｓａｗｈｏｌｅ， 
theregionalgovernmentofWenzhoupioneeredinfurtheringsuchnew 
developments，foritissuedlocallawslegalisingshareholdingco‐ 
operatives 
Bytheearlyl990s,shareholdingco-operativeenterprisesweresetting 
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thetoneforregionaleconomicdevelopment・However，asthedecade
drewtoaclose,thecentralgovernmenthadaltereditsstance,andwas 
activelyfosteringthejoint-stocksystemFurther,asenterprisesgrew， 
thenumbersofshareholdersalsoincreased，sothatdecision-making 
andotherprocessescouldnolongerbedirectlyimplemented;thus,ｂｉｔ 
ｂｙｂｉｔ，theshareholdingco-operativesgraduallylostmuchoftheir 
originalsignificance.Ａsaninevitableresultofthistrend,therelation 
shipsofprivateenterprisesandregionaladministrativealsobeganto 
undergosignificantchange． 
